
「ＩＲ活動の実態調査２００１」結果概要 

全体の８割がＩＲ活動を実施 

日本インベスター・リレーションズ（ＩＲ）協議会（会長：歌田勝弘味の素相談役）は、

第８回「ＩＲ活動の実態調査」を２００１年４月に実施した。今回は調査対象を全株式公

開会社（３４９１社）に拡大し、米ＳＥＣ（証券取引委員会）による「レギュレーション

ＦＤ」や、「風説の流布」についての質問を新しく加えている。 

 調査は今年３月から４月にわたって実施し、１１５５社の回答を得た（回答率３３．

１％）。このうち日本ＩＲ協議会会員企業は２８２社、非会員企業は８７３社である。 

 調査対象が異なるため厳密には難しいが、参考数値として昨年の調査結果とも比較した。 

 

調査結果の要約 

〇ＩＲの実施状況――積極的な取り組み 

 ＩＲ活動を「実施している」と答えた企業は、全体の８３．４％にのぼった。「実施を

検討している」（同８．５％）企業と合わせると、全体の９１．９％がＩＲに積極的だと

いうことができる。 

Ｑ１．IR活動実施状況(N=1155)

実施していな
い
6.8%

実施を検討し
ている
8.5%

実施している
83.4%

無答
1.3%

 
〇ＩＲの組織－－専任部署、担当者とも拡充の方向へ 

 ＩＲ実施企業のうちＩＲの専任部署があると答えた企業は３１．６％で、昨年の２４．

１％を上回っている。 

Q1-1.IR専任組織の有無（N=963)

無答
0.7%

組織はない
67.7%

組織がある
31.6%
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専任部署のうち５８．６％が「ＩＲ」という名称を持つ。 

Q1-2-a.IR専任部署(N=304)

社長室
4.6%

その他
4.9%

ＩＲ部
58.5%

無答
4.3%

企画部
13.2%

経理部
0.7%

総務部
2.6%

財務部
2.3%

広報部
8.9%

 
専任者の人数は、「２人」が最も多く、昨年回答の多かった「１人」から倍増した。ＩＲ

担当役員は「置いていない」という回答が専任部署を持つ企業の５８．６％だが、「置い

ている」企業も徐々に増えている。業務報告は「社長まで」という企業が７０．４％を占

める。 

Q1-2-d.業務報告の段階(N=304)

副社長
2.6%

その他取締役
6.6%

その他執行役員
1%

専務
8.2%

その他
0.7%

無答
0.7%

常務
9.9%

社長
70.3%

 
 専任部署がないと答えた企業はＩＲ実施企業の６７．７％あった。主管部署は総務部

（専任部署がない企業の２６．８％）、企画部（同２５．５％）、広報部（同１８．

３％）が多い。ＩＲ業務に携わる時間は全体の業務の「３割未満」が５５．５％だが、昨

年に比べて「３～５割」という回答が増えている。社長に報告する企業は６４．６％だっ

た。 

 今年は専任部署の設置が進み、トップに近い組織でＩＲ活動が進んだことがうかがえる。 

 

○ＩＲの目標－－根強い「理解促進」目標 

 ＩＲ実施企業にＩＲの目標を１１項目の中から順位をつけて３つまで選んでもらった。

１位に３点、２位に２点、３位に１点を傾斜配分して得点順に並べると、１位は「企業・

事業内容の理解促進」（１７９０点）、２位は「適正株価の形成」（１１３９点）、３位

は「経営戦略・経営理念の伝達」（１０７３点）となる。昨年と比べてベスト３に変化は

なかった。 
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Q2.IR活動の目標としている点(N=963)
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（点） 

 

○株主重視の姿勢－－トップによるＩＲ活動が浸透 

 株主重視姿勢の表明について、「経営トップによるＩＲ活動」を重視する企業は全体の

９０．６％。ＩＲの業務報告の状況と合わせてみると、企業の中に「ＩＲはトップの仕

事」という認識が広まったことが理解できる。 

「資産効率を重視する各種指標の明示」を実行する企業は６６．１％あり、ＲＯＥ（株主

資本利益率）の目標数字などを掲げる企業が多い。 

 

○ＩＲツール－－説明会の補足資料やニュースリリースを充実 

 決算の頻度やそれ以外の自主的な開示状況について聞いてみた。連結決算の開示状況は、

「年２回」が全体の８８．４％。「年４回」はまだ少ない。しかし決算時以外に月次情報

を開示する企業は１８．５％ある。 

Q4-①.連決決算の開示状況(N=1155)

年４回
6.1%

年２回
88.4%

無答
5.5%

Q4-②.決算時以外の月次開示情報(N=１155)

無答
1.5%

ない
80.0%

ある
18.5%
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 ＩＲツールでは、「決算説明補足資料」（７０％）、「ニュースリリース」（６８．

７％）を作成する企業の割合が昨年に比べて大きく増加した。これらの資料は、ホームペ

ージでも公開されている場合が多い。したがって、定量・定性の両面から説明資料を充実

させ、ネットを通じて広範囲に知らせようという動きが読み取れる。 

Q4-③-6.決算説明補足資料(N=1155)
無答
8.2%

作成してい
る
70.0%

作成してい
ない
21.8%

 
 インターネットで何らかのＩＲ情報を開示している企業は８９．９％に達する。内容と

しては、「財務情報」（８２．９％）、「Ｅ－ｍａｉｌによる対応」（４１．５％）、

「投資家向けが明示された目次」（４１．３％）、「株価情報」（３４．８％）が中心で、

「説明会の内容公開」は、昨年に比べて約２倍に増えたものの、１７％という実施率にと

どまった。 

Ｑ４‐④.インターネットで開示しているＩＲ情報（Ｎ＝1150）
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 「財務情報」は、数年にわたって掲載している企業が目立つ。「アニュアルリ

をネットで公開している企業の４７．５％、「決算短信」を公開している企業の

「３期以上」の数値を載せている。 

 説明会をネット上で公開する場合のタイミングは、「翌日以降」（公開してい

７０．９％）が中心で、同時公開する企業はまだ少ない。公開後は、「一定期間

（同７３．1％）する方法が主流だといえる。 
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○説明会の状況－－社長は年２回の決算説明会に出席－－ 

 説明会や面談では、「決算説明会」（全体の７５．６％）、「個別面談」（６８．

４％）、「会社説明会」（４５．９％）、「証券会社などが主催する説明会」（３０．

５％）などが柱となっている。その後、「会社施設見学会」（２８．７％）、「海外説明

会」（１５．８％）、「証券会社の個人営業部員向け説明会」（１５％）と続く。 

Q4-⑤-1.決算説明会(N=1155)

無答
5.6%

実施して
いる
75.6%

実施して
いない
18.8%

Q4-⑤-4.個別面談(N=1155)

実施して
いない
18.8%

無答
12.8%

実施して
いる
68.4%

 

Q4-⑤-2.会社説明会(N=1155)

無答
16.1%

実施して
いない
38.0%

実施して
いる
45.9%

Q4-⑤-5.証券会社などが主催する説明会
(N=1155)

無答
10.4%

実施して
いない
59.1%

実施して
いる
30.5%

 

 決算説明会以外のテーマを扱った「会社説明会」を対象別にみると、「アナリスト・機

関投資家向け説明会」の実施率が４３％、「アナリスト向けスモール・グループ・ミーテ

ィング」が３８．２％、「個人投資家向け説明会」が１０．３％という結果だった。昨年

に比べると、アナリスト・機関投資家向けが若干減少し、個人投資家向けが逆に上がって

いる。 

 頻度やトップの関与度はどうか。決算説明会を開催した企業のうち８２．９％が「年２

回」開催している。社長の出席頻度も「２回」が最も多く、６３．１％を占めた。本決算

と中間決算の機会をとらえて説明会を開催する手法が定着したといえる。 
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Q4-⑤-1-1.年間発行回数／決算説明会
(N=873)

４回以上
5.6% １回

8.4%

２回
82.9%

３回
0.5%

無答
2.6%

 

Q4-⑤-1-2.社長出席回数／決算説明会
(N=873)

２回
63.1%

１回
13.9%

４回以上
3.8%

３回
0.2%

無答
7.8%

０回
11.2%

 
 会社説明会は「年２回」（説明会開催企業の２８．７％）か「年１回」（同２８．

１％）が一般的だが、「年４回以上」という回答も２３．６％あった。社長の出席は「年

１回」（同３３％）のケースが多い。 

 「海外説明会」の実施率は１５．８％。頻度は、海外で説明会を設ける企業の４６．

２％が「年１回」だが、「年２回」実施の企業も３２．４％ある。社長の出席回数も「年

１回」が４６．２％、「年２回」が２３．６％だが、昨年に比べると、開催頻度、社長出

席ともに「年２回」の回答が増えている。 

○情報開示の公平性確保－－ネットを通じた説明会の公開進む 

 ２０００年１０月に米ＳＥＣ（証券取引委員会）が施行した「レギュレーションＦＤ」

をきっかけに、ＩＲ活動が変わったかどうかを聞いてみた。 

 「レギュレーションＦＤの内容をよく知っている」という回答は、全体の３５．７％。

「知らない」という回答が２６．８％あり、認知度は必ずしも高くないことがわかった。 

Q5-①.レギュレーションFDの認知状況(N=1155)

無答
0.6%

聞いたことが
ある
37.0%

内容をよく
知っている
35.7%

知らない
26.8%

 
「内容をよく知っている」「聞いたことがある」と回答した企業のうち、「ＩＲ活動を規

則に対応する形にした」企業は８．１％にとどまる。「特に変わらない」という企業が５

０．２％を占めるが、「対応を検討中である」という回答も４１％あり、規則は日本企業

にも影響を及ぼしている。 

Q5-②.レギュレーションFD施行後のIR活動見直し
(N=839)

見直して規則
に対応する形
にした
8.1%

特に変わらな
い
50.2%

無答
0.7%

対応を検討中
である
41.0%
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 レギュレーションＦＤは、機関投資家と個人投資家の情報格差を縮めることが目的だが、

実際にはアナリスト間での情報格差も大きいといわれる。どちらの格差是正に重点を置い

たかを聞いたところ、ＩＲ活動を見直した企業のうち６９．２％が「個人投資家と機関投

資家の情報格差是正」と回答。しかし、「アナリスト間での情報格差是正」（同１２．

４％）、「どちらともいえない」（１５．５％）という回答もあり、狭い範囲での「公平

性」確保で十分とする企業もある。「完璧に公平な開示は無理である」「規則を曲解した

企業が情報開示を後退させている」という指摘もあるが、原則的には「個人投資家と機関

投資家との情報格差是正」を目指さないと、「公平性」は実現されないだろう。 

 具体的に取られた活動としては、「決算説明会のネット上での公開」（対策を始めた企

業の４９．５％）、「決算説明会のマスコミへの対応」（同３９．３％）など、レギュレ

ーションＦＤ施行後の米国企業と同じような反応が見られる。 

 

Ｑ５‐④ＩＲ活動見直しの具体的内容（Ｎ＝４１２）
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％

○風説の流布への対応－－インターネット上のうわさをチェック 

 ＩＲ活動は、情報開示のみならず情報管理まで範囲を広げつつある。最近、インターネ

ット上での「風説の流布」が問題とされているため、企業としての対応を聞いてみた。 

 「風説の流布」に対して「問題意識を持って取り組んでいる」のは全体の１８．３％。

「意識はあるが議論はしていない」（５４．６％）、「特に意識していない」（２６．

８％）企業が圧倒的だ。実際、ほとんどの企業が「風説の流布に該当するトラブルに巻き

込まれたことはない」（９５．２％）と答えている。 

Q6-①.「風説の流布」への取組状況(N=1155)

意識はあるが
議論はしてい
ない
54.6%

特に意識して
いない
26.8%

問題意識を
もって取り組
んでいる
18.3%

無答
0.3%
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 しかし「インターネット上のうわさをチェックしている」企業は４３．３％あり、可能

な範囲で調査はしておこうという考えのようだ。従業員の情報開示に対する意識を高める

ために「社内規定を配付している」企業も４０．３％ある。 

Q6-③.「風説の流布」対策の実施状況
(N=1155)

その他
2.3%

無答
1.0%

インター
ネット上
での噂を
チェック
している
43.3%

特に何も
していな
い
53.4%

 

Ｑ６‐④．従業員の情報開示に対する意識
を高めているか（Ｎ＝1155）

特に何もし
ていない
24.7%

社内規定
を配布して
いる
40.3%

無答
2.4%

その他
9.3%

連結子会
社を含め
て情報管
理を徹底し
ている
23.4%

 

○ＩＲの効果測定－－アナリストのカバー率で評価 

 「効果測定をしていない」という企業を除くと、ＩＲ実施企業の約８０％が効果測定の

指標を設けている。上位には「アナリスト、投資家との面談回数」（４３．１％）、「報

道機関の記事内容」（３５．６％）、「株式の売買高」（３４．７％）－－が並んでいる。

昨年に比べて回答が増えたのが「アナリスト、投資家との面談回数」、「アナリストリポ

ートの数」（３３．５％）で、自社をカバーするアナリストを増やそうという企業の意思

が読み取れる。「ホームページからのアクセス数」（２２．８％）も注目されており、イ

ンターネットへの期待が表れている。 

Ｑ７．ＩＲ活動の効果測定指標（Ｎ＝９６３）
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％ 

「株主数」と答えた企業は２２．８％だが、うち８割が「個人」、２割が「外国人」の数

で効果を測っている。昨年の６割が個人、４割が外国人という割合に比べ、個人株主への

注目度が上がったといえる。 
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○ＩＲの年間費用－－ゆるやかながら上昇 

 ＩＲ活動にかかる年間費用は「５００万円未満」がＩＲ実施企業の４０．４％と最も多

い。以下「５００万円以上１０００万円未満」（２３．７％）、「１０００万円以上２０

００万円未満」（１５．１％）と続く。順位は昨年と変わらないが、より高額層への回答

が増えていることから、ゆるやかながらＩＲ予算が上昇基調にあるといえる。 

Q8.IR活動の年間会費用(N=963）

５００万円未満
40.4%

～１０００万円
未満
23.7%

～２０００万円
未満
15.1%

無答
1.6%

～３０００万円
未満
7.7%

１億円以上
1.0%

～１億円未満
4.4%

～５０００万円
未満
6.2%

 
 

○ＩＲ支援会社の利用－－ツール作成などのサポートを要望 

 ＩＲ実施企業の４５．１％がＩＲ支援会社を利用している。利用している企業に、ＩＲ

支援会社に期待する項目を１位から３位まであげてもらった。１位に３点、２位に２点、

３位に１点を傾斜配分して集計すると「各種ＩＲツールの作成」（１０４７点）、「会社

説明会のサポート」（１０１３点）、「アナリスト、機関投資家の動向分析」（８３６

点）が上位に並び、「開示する内容のコンサルティング」（７７６点）、「株主判明調

査」（３３９点）、「電子メディア活用のアドバイス」（３１２点）と続く。 

ツール、説明会というＩＲ手法のサポートを望む声が多いが、インターネットなど新し

いメディアの活用について指導してほしいという要望も強いようだ。 

Q10.IR支援会社に期待する点(N=963)
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各種ＩＲツールの作成（広告を含む）

会社説明会のサポート

アナリスト、機関投資家の動向分析

開示する内容のコンサルティング

株主判明調査

電子メディア活用のアドバイス

海外ＩＲ活動のサポート

株主総会への議決権行使支援プログラム

その他

 

（点） 
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○日本ＩＲ協議会への参加－－セミナーに積極参加 

 日本ＩＲ協議会への参加経験がある企業は全体の３７．１％。具体的な利用状況は「Ｉ

Ｒセミナーなど」（８５．８％）が多く、「ＩＲ入門講座、実務講座、専門講座」（４８．

７％）、「ＩＲ大会」（３８．５％）と続く。ＩＲを学ぼうという企業の意欲が表れてい

る。 

 

Q11.日本IR協議会への参加・利用状況
(N=1155）

参加・利用し
たことがある
37.1%

参加・利用し
たことはない
61.5%

無答
1.4%

 

Q11.日本IR協議会ｾﾐﾅｰ研修等参加利用状況(N=429)
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48.3

16.1

7.5
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ＩＲ大会

ＩＲセミナー等

ＩＲ入門講座、実務講座、専門講座

ＩＲサークル

ライブラリー

その他

無答
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